
平成２９年３月３１日 

規則第３号 

改正 平成２９年９月２６日規則第５６号 

令和２年３月３１日規則第１０号 

令和２年１２月２４日規則第１９４号 

豊田市開発事業に係る手続等に関する条例施行規則 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、豊田市開発事業に係る手続等に関する条例（平成２９年

条例第２号。以下「条例」という。）の施行に関し、必要な事項を定めるも

のとする。 

（土地の区画形質の変更） 

第２条 条例第２条第３号の規則で定めるものは、次に掲げる行為とする。 

（１）道路、水路等の新設等により土地に係る区画を変更する行為 

（２）切土又は盛土により土地に係る形状を変更する行為（当該形状の変更に

係る地盤の高低差が３０センチメートル未満のものを除く。） 

（３）利用目的に応じて土地に係る性質を変更する行為 

 （対象行為） 

第３条 条例第６条第２号の規則で定めるものは、豊田市産業廃棄物の適正

な処理の促進等に関する条例（平成１８年条例第５号。以下「廃棄物適正処

理条例」という。）第７０条第１項各号に掲げる廃棄物処理施設の設置及び

廃棄物適正処理条例第２条第８号に規定する廃棄物処理施設が既に設置さ

れた敷地内における廃棄物処理施設の設置とする。 

２ 条例第６条第７号の規則で定めるものは、興行場、遊技場及び公衆浴場と

する。 

 （一体性を有する開発事業） 

第４条 条例第８条の規則で定めるものは、隣接地において同時に又は連続

して行う事業が同一の用途であるもの又は用途は異なるが相互に関連を有

するものとする。 

 （標識の設置） 

第５条 条例第１１条の標識は、様式第１号によるものとする。 

２ 標識は、縦９０センチメートル以上かつ横６０センチメートル以上の大

きさとし、風雨の影響に耐える構造を有するものとする。 

３ 標識は、開発事業区域内の道路に面した箇所その他の公衆の見やすい場

所に設置しなければならない。 

４ 当該開発事業が豊田市墓地等の経営の許可等に関する条例（平成２６年

条例第７号。以下「墓地条例」という。）第１条に規定する墓地等（以下「墓



地等」という。）の設置である場合は、墓地条例第５条の規定によりされた

手続は、条例第１１条の規定によりされた手続とみなす。 

 （近隣住民等への説明） 

第６条 条例第１２条第２項の規定による報告は、説明状況報告書（様式第２

号）によるものとする。 

２ 説明状況報告書には、次に掲げる図書を添付しなければならない。 

（１）近隣住民等への説明に用いた資料 

（２）前号の近隣住民等が居住する区域を示す地図（縮尺は、２，５００分の

１以上のものに限る。） 

３ 条例第１２条第３項の規定による説明会の開催の求めは、説明会開催請

求書（様式第３号）によるものとする。 

４ 当該開発事業が次の各号に掲げる行為であるときは、当該各号に定める

規定によりされた手続は、条例第１２条の規定によりされた手続とみなす。 

（１）条例第６条第２号に規定する廃棄物処理施設の設置（以下「特定廃棄物

処理施設の設置」という。） 廃棄物適正処理条例第５３条 

（２）墓地等の設置 墓地条例第６条 

 （開発事業に対する要望等） 

第７条 条例第１３条第１項の要望書は、開発事業に対する要望書（様式第４

号）とする。 

２ 条例第１３条第３項の回答書は、要望に対する回答書（様式第５号）とす

る。 

３ 条例第１３条第３項のやむを得ない理由があると市長が認める場合は、

次の各号のいずれかに該当する場合とする。 

（１）要望事項が大量にあり、１４日以内に十分な回答を作成することが困難

であると認められるとき。 

（２）要望を受けて、開発事業の計画の内容を大きく変更するとき。 

（３）その他市長がやむを得ないと認めたとき。 

４ 開発事業者は、条例第１３条第３項の規定による市長の承諾を受けよう

とするときは、１４日以内に回答書を提出することが困難である具体的理

由及び回答予定日を記載した書面を市長に提出するものとする。 

５ 当該開発事業が次の各号に掲げる行為であるときは、当該各号に定める

規定によりされた手続は、条例第１３条の規定によりされた手続とみなす。 

（１）特定廃棄物処理施設の設置 廃棄物適正処理条例第５７条から第５９

条まで 

（２）墓地等の設置 墓地条例第７条 

 （市長との協議の申出） 

第８条 条例第１４条第１項の規定による申出は、開発事業協議申出書（様式

第６号）によるものとする。 

２ 開発事業協議申出書には、次に掲げる図書を添付しなければならない。 

（１）設計説明書（様式第７号） 



（２）位置図（縮尺は、２，５００分の１のものに限る。） 

（３）現況図 

（４）土地整理図 

（５）土地利用計画平面図 

（６）造成計画平面図 

（７）造成計画断面図 

（８）排水計画平面図 

（９）建物平面図（建物の用途を明示するものであること。） 

（１０）２面以上の建物立面図 

（１１）その他市長が必要と認める図書 

 （市長との協議） 

第９条 条例第１４条第４項の指導書は、開発事業に関する指導書（様式第８

号）とする。 

２ 条例第１４条第５項の書面は、指導事項に対する回答書（様式第９号）と

する。 

３ 条例第１４条第６項の規定による通知は、協議結果通知書（様式第１０号）

により行うものとする。 

 （開発事業の承認） 

第１０条 条例第１５条第１項の規定による申請は、開発事業承認申請書（様

式第１１号）によるものとする。 

２ 開発事業承認申請書には、第８条第２項各号に掲げる図書を添付しなけ

ればならない。 

３ 条例第１５条第１項の承認は、開発事業承認通知書（様式第１２号）によ

りその旨を通知するものとする。 

４ 当該開発事業が次の各号に掲げる行為であるときは、当該各号に定める

規定による手続の完了をもって、条例第１５条第３項第１号に規定する手

続の完了とみなす。 

（１）特定廃棄物処理施設の設置 条例第１０条第２項、第１１条及び第１４

条並びに廃棄物適正処理条例第５３条、第５７条から第６０条まで及び

第６４条 

（２）墓地等の設置 条例第１０条第２項及び第１４条並びに墓地条例第４

条から第７条まで 

 （措置の基準） 

第１１条 条例第１５条第３項第２号の措置の基準は、次に定めるところに

よる。 

（１）作業関係者以外の者による開発事業区域内への侵入防止措置 事業期

間中に工事現場の周囲に地盤からの高さ１．８メートル以上の板塀その

他これに類する仮囲いを設けること。ただし、これらと同等以上の効力を

有する他の囲いがある場合又は工事現場の周辺若しくは工事の状況によ

り危害防止上支障がない場合は、この限りでない。 



（２）開発事業区域内の排水に係る汚濁防止措置及び流出抑制措置 次に掲

げる措置の区分に応じ、それぞれに定めるところによる。ただし、事業の

内容により災害防止上支障がない場合は、この限りでない。 

ア 開発事業の汚濁防止措置 土工事の期間中において、土砂の流下を防

止するための沈砂池を設けること。この場合の貯砂量は、１ヘクタール

当たり３００立方メートルを標準とすること。ただし、工事の内容によ

り濁水流出のおそれが著しく少ない場合は、１ヘクタール当たり１００

立方メートルまで緩和することができる。 

イ 開発事業の流出抑制措置 市長が別に定める河川の流域ごとの基準

によること。 

（３）工事車両の交通安全対策及び周辺環境に対する騒音、振動等に係る対策 

次に掲げる基準。 

ア 大型車両の通行は、基本的に幹線道路を通るものとし、住宅が建て込

んでいる区間を極力避けること。 

イ 大型車両の通行は、通園及び通学の時間を極力避けるとともに、他の

車両の通行に支障のない対策を講じていること。 

（４）開発事業区域内の安全対策及び周辺環境に対する騒音、通風、日照等に

係る対策 次に掲げる基準。 

ア 土工事において発生する法面については、次に掲げる基準に適合する

こと。 

（ア）切土は、法令に定めがある場合を除き、土質及び発生する法面の高

さに応じ、次の表に定める角度とすること。 

土  質 
法面の高さが５

ｍ以下の場合 

法面の高さが５

ｍを超える場合

軟岩（風化の著しいものを除く。） ８０度以下 ６０度以下 

風化の著しい岩 ５０度以下 ４０度以下 

砂利、まさ土、硬質粘土その他これ
に類するもの 

４５度以下 ３５度以下 

（イ）盛土は、原則として、角度は３０度以下、高さは１５メートル以下

とすること。 

（ウ）切土又は盛土のいずれも、高さが５メートルを超えるときは、５メ

ートルごとに幅１メートル以上の小段を設けること。 

イ 騒音、通風、日照等の周辺環境への対策は、法令の定めるところによ

るほか、緩衝緑地帯等を設け、極力住環境が悪化することのないように

対策を講じること。 

ウ 開発事業完了後においても、必要に応じて侵入防止措置を講じて、開

発事業区域内の安全確保を図ること。 

 （標準処理期間） 

第１２条 条例第１４条第１項の規定による協議の申出の受付から条例第１

５条第１項の承認までに通常要すべき標準的な期間は、７５日（条例第６条



第３号に規定する行為に係るものにあっては、１２０日）とする。 

２ 条例第１４条第１項ただし書の規定により協議を省略した場合において

は、前項の規定にかかわらず、条例第１５条第１項の規定による申請の受付

から同項の承認までに通常要すべき標準的な期間は、３０日とする。 

 （承認内容の閲覧） 

第１３条 条例第１６条の規定による開発事業の概要の閲覧（以下この条に

おいて「閲覧」という。）をしようとする者は、開発事業概要閲覧申請書（様

式第１３号）を市長に提出するものとする。 

２ 閲覧に供する資料は、次に掲げるものとする。ただし、当該資料に豊田市

情報公開条例（平成１０年条例第３４号）第７条第１号に規定する不開示

情報が記録されている場合は、当該情報が記録されている部分を除くもの

とする。 

（１）設計説明書 

（２）位置図 

（３）土地利用計画平面図 

（４）近隣住民等への説明に用いた資料 

３ 閲覧の場所は、都市整備部開発調整課とする。 

 （開発事業の変更） 

第１４条 条例第１７条第１項の規定による申請は、開発事業変更承認申請

書（様式第１４号）によるものとする。 

２ 条例第１７条第１項の承認は、開発事業変更承認通知書（様式第１５号）

によりその旨を通知するものとする。 

３ 条例第１７条第２項の規則で定めるものは、次に掲げる行為で、その変更

の内容について、条例第１１条及び第１２条の規定による手続と同様の手

続により周知がされているものとする。 

（１）条例第６条第１号に規定する行為（整備する公共施設に変更がない場合

に限る。） 

（２）条例第６条第２号から第８号までに規定する行為 

４ 条例第１７条第２項の規定による届出は、開発事業変更届出書（様式第１

６号）によるものとする。 

５ 当該開発事業が次の各号に掲げる行為であるときは、当該各号に定める

規定によりされた手続は、条例第１７条第３項の規定によりされた手続と

みなす。 

（１）特定廃棄物処理施設の設置 条例第１１条及び廃棄物適正処理条例第

５４条第２項の規定により準用する廃棄物適正処理条例第５３条、第５

７条から第６０条まで及び第６４条 

（２）墓地等の設置 墓地条例第５条から第７条まで 

 （廃止の届出） 

第１５条 条例第１８条の規定による届出は、開発事業廃止届（様式第１７号）

によるものとする。 



２ 当該開発事業が特定廃棄物処理施設の設置であるときは、廃棄物適正処

理条例第５５条第２項の規定によりされた手続は、条例第１８条の規定に

よりされた手続とみなす。 

 （承継の届出） 

第１６条 条例第１９条の規定による届出は、開発事業地位承継届（様式第１

８号）によるものとする。 

２ 開発事業地位承継届には、次に掲げる図書を添付しなければならない。 

（１）承継の原因となる事実を証する図書 

（２）当該開発事業の承継において、法令に基づく許可等を要することとされ

ているときは、当該許可等を証する書面 

 （承認の取消し） 

第１７条 条例第２０条の規定による承認の取消しは、開発事業承認取消通

知書（様式第１９号）によりその旨を通知するものとする。 

 （着手の届出） 

第１８条 条例第２１条の規定による届出は、開発事業着手届（様式第２０号）

によるものとする。 

 （休止及び再開の届出） 

第１９条 条例第２２条の規定による届出は、休止しようとするときにあっ

ては開発事業休止届（様式第２１号）により、再開しようとするときにあっ

ては開発事業再開届（様式第２２号）によるものとする。 

 （開発事業の再手続の特例） 

第２０条 条例第２３条ただし書の承諾は、次の各号のいずれかに該当する

場合に行うものとする。 

（１）開発事業者が、条例第１５条第１項の承認を受けた日から起算して２年

を経過する日までに、あらかじめ当該開発事業に着手できない正当な理

由及び着手の見込み時期を明示した書面を市長に提出したとき。この場

合において、着手の見込み時期については、同項の承認を受けた日から起

算して３年を超えることはできない。 

（２）開発事業者が、開発事業を休止する日までに、あらかじめ当該開発事業

の休止期間が２年を超える正当な理由及び再開の見込み時期を明示した

書面を市長に提出したとき。ただし、再開の見込み時期については、休止

する日から起算して３年を超えることはできない。 

（完了の届出） 

第２１条 条例第２４条の規定による届出は、開発事業完了届（様式第２３号）

によるものとする。 

２ 開発事業完了届には、次に掲げる図書を添付しなければならない。 

（１）付近見取図 

（２）土地利用確定図 

 （あっせん） 

第２２条 条例第２６条第１項の申出は、あっせん申出書（様式第２４号）に



よるものとする。 

２ 条例第２６条第６項の申出の期日は、当該開発事業が完了する日とする。 

３ 当該開発事業が特定廃棄物処理施設の設置であるときは、廃棄物適正処

理条例第６１条及び第６２条の規定によりされた手続は、条例第２６条の

規定によりされた手続とみなす。 

（勧告） 

第２３条 条例第２８条の規定による勧告は、勧告書（様式第２５号）により

行うものとする。 

 （命令） 

第２４条 条例第２９条の規定による命令は、命令書（様式第２６号）により

行うものとする。 

 （公表） 

第２５条 条例第３０条第１項及び第３１条第３項の規定による公表は、豊

田市公告式条例（昭和２９年条例第１５号）第２条第２項に規定する掲示場

への掲示、ホームページへの掲載その他市長が適当と認める方法により行

うものとする。 

 （身分証明書） 

第２６条 条例第３１条第２項の証明書は、様式第２７号によるものとする。 

 （委任） 

第２７条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

 この規則は、平成２９年１０月１日から施行する。 

   附 則（平成２９年９月２６日規則第５６号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和２年３月３１日規則第１０号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年１２月２４日規則第１９４号） 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和３年１月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則の施行の際現に改正前の豊田市開発事業に係る手続等に関する

条例施行規則の規定に基づいて作成されている帳票は、改正後の豊田市開

発事業に係る手続等に関する条例施行規則の規定にかかわらず、当分の

間、使用することができる。



様式第１号（第５条関係） 

注意 

 １ ※印がある欄は、承認を受けた日以後に記載すること。 

 ２ 標識は、白板に黒色で内容を記載し、大きさは、縦９０センチメートル以上かつ

横６０センチメートル以上とし、地面から１メートル程度の位置に設置すること。 

豊田市開発事業に係る手続等に関する条例に基づく標識 

開発事業区域の地名地番
豊田市 

開発事業区域の用途地域等

開 発 事 業 の 目 的

（ 建 築 物 の 用 途 ）

開 発 事 業 の 概 要

開発事業区域

の 面 積
             ㎡ 

延べ面積      ㎡ 建築物の高さ ｍ

計画戸数      戸 階 数   階

予定施工

期 間
  年 月 日から   年 月 日まで

関係する法令等の名称 

開 発 事 業 者

住所 

氏名 

電話 

工 事 施 行 者

住所 

氏名 

電話 

設 計 者

住所 

氏名 

電話 

開 発事業承認通知書の

交付を受けた日及び番号※
年   月   日  豊  第 －  号 

標 識 を 設 置 し た 日 年    月    日     

開 発 事 業 に 関 す る

問 合 せ 先

住所 

氏名 

電話 

この標識は、豊田市開発事業に係る手続等に関する条例第１１条に基づき設置するものです。



様式第２号（第６条関係） 

説明状況報告書 

年  月  日

豊 田 市 長 様 

住所 

氏名              

（法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名）

電話    （  ） 

 豊田市開発事業に係る手続等に関する条例（以下「条例」という。）第１２条第１項

の規定により説明を行ったので、同条第２項の規定により次のとおり報告します。 

開 発 事 業 区 域 の

地 名 地 番

豊田市 

開発事業区域の面積 ㎡ 

開 発 事 業 の 目 的

（建築物の用途）

説 明 の 区 分 □ 当初  □ 変更 

説 明 方 法

□ 戸別説明  

説明期間    年  月  日～   年  月  日 

□ 説明会開催 

  開催日時    年  月  日    時 ～   時 

   開催場所 

説
明
実
施
者

住 所

氏 名

電 話

事務処理欄 

注意 

１ 条例第１１条の規定に基づき設置した標識の写真を添付すること。 

 ２ 説明会を開催したときは、説明会の議事録を添付すること。



（第２面） 

説明の状況 

番 号 氏 名 種 別 住 所 説 明 方 法 近隣住民等からの意見 意見に対する回答等

    戸・会・他（  ）

    戸・会・他（  ）

    戸・会・他（  ）

    戸・会・他（  ）

    戸・会・他（  ）

    戸・会・他（  ）

    戸・会・他（  ）

    戸・会・他（  ）

    戸・会・他（  ）

    戸・会・他（  ）

    戸・会・他（  ）

    戸・会・他（  ）

    戸・会・他（  ）

    戸・会・他（  ）

    戸・会・他（  ）

    戸・会・他（  ）

    戸・会・他（  ）

    戸・会・他（  ）

    戸・会・他（  ）

    戸・会・他（  ）

（凡例） 

 戸…戸別説明、会…説明会、他…その他 



様式第３号（第６条関係） 

説明会開催請求書 

年  月  日

 様 

               住所 

               氏名        

                      電話   （  ） 

豊田市開発事業に係る手続等に関する条例（以下「条例」という。）第１２条第３項

の規定により、次のとおり説明会の開催を請求します。 

開 発 事 業 区 域 の

地 名 地 番

豊田市 

開発事業区域の面積                  ㎡ 

開 発 事 業 の 目 的

（建築物の用途）

請 求 者 の 区 分 □ 近隣住民 □ 周辺住民 □ 地縁団体等の代表者 

説明を受けた日又は

標識の設置された日
       年    月    日 

説 明 会 の 開 催 を

請 求 す る 理 由

注意 

 １ 近隣住民とは、開発事業区域の境界線からの距離が１０メートル以内の区域に居

住する者及び当該区域に存する建築物の所有者又は占有者をいいます。 

 ２ 周辺住民とは、開発事業区域の境界線からの距離が５０メートル以内の区域に居

住する者及び当該区域に存する土地の所有者であって、近隣住民以外のものをいい

ます。 

 ３ 地縁団体等の代表者とは、開発事業区域の属する住民組織等の代表者をいいます。 

 ４ 請求できる期日は、近隣住民等が条例第１２条第１項に規定する説明を受けた日

又は条例第１１条の規定に基づき標識が設置された日のいずれか遅い日の翌日から

起算して１４日以内です。 



様式第４号（第７条関係） 

開発事業に対する要望書

年  月  日

豊 田 市 長  様 

               住所 

               氏名        

                      電話   （  ） 

豊田市開発事業に係る手続等に関する条例第１３条第１項の規定により、次のとおり

要望書を提出します。 

開発事業区域の 

地 名 地 番 

豊田市 

開発事業区域の面積              ㎡ 

開 発 事 業 の 目 的

（建築物の用途）

開 発 事 業 者 の

住 所 及 び 氏 名

説 明 を 受 け た 日

及 び 方 法

   年    月    日 

□ 戸別説明 □ 説明会 □その他（   ） 

要

望

事

項

事務処理欄 

注意 

 １ この要望書は、市を通じて開発事業者に送付します。 

 ２ 要望事項は、良好な住環境の保全に関するものに限ります。 



様式第５号（第７条関係） 

要望に対する回答書 

年  月  日

豊 田 市 長 様 

住所 

氏名             

（法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名）

電話   （  ） 

豊田市開発事業に係る手続等に関する条例第１３条第３項の規定により、要望の

あった事項に対して次のとおり回答します。 

開 発 事 業 区 域 の

地 名 地 番

豊田市 

開発事業区域の面積                                ㎡ 

開 発 事 業 の 目 的

（建築物の用途）

要望事項及びその回答 

事務処理欄 

注意 この回答書は、市を通じて要望書の提出者に送付します。 



様式第６号（第８条関係） 

開発事業協議申出書 

年  月  日

豊 田 市 長 様 

住所 

氏名 

（法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名）

                   電話   （  ） 

豊田市開発事業に係る手続等に関する条例第１４条第１項の規定により、次のとお

り協議を申し出ます。 

開 発 事 業 区 域 の

地 名 地 番

豊田市 

開発事業区域の面積                  ㎡ 

開 発 事 業 の 目 的

（建築物の用途）

設

計

者

住 所

氏 名

電 話

工
事
施
行
者

住 所

氏 名

電 話

代

理

者

住 所

氏 名                   （担当者） 

電 話

事務処理欄 



様式第７号（第８条関係） 

設計説明書 

（第１面） 

設計者の住所及び氏名

（名称及び代表者氏名）    電話  （  ） 

               担当者  

開 発 事 業 区 域 の

地 名 地 番

豊田市 

条 例 第 ６ 条 該 当 区 分
□ 第１号  □ 第２号  □ 第３号  □ 第４号

□ 第５号  □ 第６号  □ 第７号  □ 第８号

開 発 事 業 の 目 的

開 発 事 業 区 域 の 面 積                ㎡ 

着手予定日 年  月  日 完了予定日 年   月   日

開
発
事
業
区
域
内
の
土
地
の
現
況

区域区分 用途地域 関係する法令等の名称 

□ 市街化区域 

□ 市街化調整区域 

□ 都市計画区域外 

地
目
別
概
要

区分 宅地 田・畑 山林・原野 公共用地 その他 合計 

面積 

（㎡） 

比率 

（％） １００ 

備考 



（第２面） 

土

地

利

用

計

画

区分 宅地 

公共の用に供する空地 計 

道路 公園 排水 

施設 

ごみ 

置場 

防火 

水槽 

その他 

（   ）

面積 

（㎡）

比率 

（％）

       １００ 

道

路

の

状

況

区域外道路 

幅員 道路名称 

ｍ 線

敷地が接する 

道路 

幅員 延長 面積 

ｍ ｍ  ㎡

公

共

施

設

の

整

備

計

画

種別 概  要 管理者 用地の帰属先 備考 

開

発

事

業

に

係

る

建

築

物

主要用途

高さ 

階数 

構造 

戸数 

ｍ 

階 

造 

戸 

建築面積

延べ面積

区 画 数 駐車場台数 駐輪場台数 

区画 台 台 

備考 



（第３面） 

開発事業区域の面積                       ㎡ 

開 発 事 業 の 目 的

土
地
利
用
計
画

区 分 造成地 排水施設 緑地 
その他 

（    ）
合計 

面 積

（㎡） 

比 率

（％） 
１００ 

造

成

計

画

搬出する土砂の

種類及び数量
㎥

搬入する土砂の

種類及び数量
㎥

採取等の方法

車 両 計 画

搬 出 先

搬 入 元

跡

地

利

用

計

画



（第４面） 

条例第１５条第３項第２号に基づく措置 

種 別 講じる内容 備 考 



様式第８号（第９条関係） 

開発事業に関する指導書 

豊  第  号 

年  月  日 

              様 

豊田市長          印   

  豊田市開発事業に係る手続等に関する条例第１４条第４項の規定により、下記のとお

り指導します。 

記 

１ 開発事業区域の地名地番 

２ 開発事業区域の面積 

３ 開発事業の目的（建築物の用途） 

４ 協議を行った日     

５ 指導事項 



様式第９号（第９条関係） 

指導事項に対する回答書 

年  月  日

豊 田 市 長 様 

                          住所 

                          氏名          

（法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名）

                          電話  （  ） 

豊田市開発事業に係る手続等に関する条例第１４条第５項の規定により、  年

月  日付け豊  第      号で指導のありました事項について、次のとお

り回答します。 

開 発 事 業 区 域 の

地 名 地 番

豊田市 

開発事業区域の面積                     ㎡ 

開 発 事 業 の 目 的

（建築物の用途）

協 議 を 行 っ た 日            年   月   日 

指 導 事 項 に

対 す る 回 答

事務処理欄 



様式第１０号（第９条関係） 

協議結果通知書 

豊  第  号 

年  月  日 

             様 

豊田市長          印   

    年  月  日付けで協議の申出がありました次の開発事業について、豊田市開

発事業に係る手続等に関する条例第１４条第６項の規定に基づき、下記のとおり協議を

終えた旨を通知します。 

記 

１ 開発事業区域の地名地番 

２ 開発事業区域の面積 

３ 開発事業の目的（建築物の用途） 



様式第１１号（第１０条関係） 

開発事業承認申請書 

年  月  日

豊 田 市 長 様 

住所 

氏名              

（法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名）

電話   （  ） 

次のとおり開発事業を行いたいので、豊田市開発事業に係る手続等に関する条例第

１５条第１項の規定により申請します。 

開 発 事 業 区 域 の

地 名 地 番

豊田市 

開発事業区域の面積                   ㎡ 

開 発 事 業 の 目 的

（建築物の用途）

協議結果通知書※ 年   月   日    豊  第 －  号 

設

計

者

住 所

氏 名

電 話

工
事
施
行
者

住 所

氏 名

電 話

代

理

者

住 所

氏 名
                  （担当者） 

電 話

事務処理欄 

注意 ※印がある欄は、条例第１４条第１項の規定に基づき協議を省略した場合は、斜 

線を引くこと。 



様式第１２号（第１０条関係） 

開発事業承認通知書 

豊  第  号 

年  月  日 

              様 

豊田市長         印   

   年  月  日付けで申請のありました開発事業については、豊田市開発事業に係る手続

等に関する条例第１５条第１項の規定により、下記のとおり承認したので、通知します。 

記 

１ 開発事業区域の地名地番 

２ 開発事業の目的（建築物の用途） 

３ 承認の条件等 

教示 

１ この処分に不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３

月以内に、豊田市長に対して審査請求をすることができます。 

なお、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３月以内であっても、この

処分の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。 

２ この処分に不服がある場合は、１の審査請求のほか、この処分があったことを知った日

の翌日から起算して６月以内に、豊田市を被告としてこの処分の取消しの訴えを提起する

こともできます。この訴訟において豊田市を代表する者は、豊田市長となります。 

    なお、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６月以内であっても、この

処分の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができ

なくなります。 

３ １の審査請求をした場合は、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日

から起算して６月以内に、豊田市を被告としてこの処分の取消しの訴えを提起することが

できます。この訴訟において豊田市を代表する者は、豊田市長となります。 



様式第１３号（第１３条関係） 

開発事業概要閲覧申請書 

年  月  日

豊 田 市 長 様 

住所 

氏名 

電話   （  ）       

次のとおり開発事業の概要を閲覧したいので、豊田市開発事業に係る手続等に関す

る条例第１６条の規定により申請します。 

閲
覧
に
供
す
る
開
発
事
業
の
概
要

開 発 事 業 区 域 の

地 名 地 番

豊田市 

開発事業区域の面積                  ㎡ 

開 発 事 業 の 目 的

（ 建 築 物 の 用 途 ）

開発事業承認通知書 年   月   日   豊  第 －  号

開 発 事 業 者 の

住 所 及 び 氏 名

閲

覧

の

理

由

事務処理欄 



様式第１４号（第１４条関係） 

開発事業変更承認申請書 

年  月  日

豊 田 市 長 様 

住所 

氏名               
（法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名）

電話   （  ） 

年  月  日付け 豊  第      号で承認を受けた開発事業につ

いて、次のとおり変更したいので、豊田市開発事業に係る手続等に関する条例第１

７条第１項の規定により申請します。 

開 発 事 業 区 域 の

地 名 地 番

豊田市 

開発事業区域の面積                      ㎡ 

開 発 事 業 の 目 的

（建築物の用途）

変

更

事

項

新

旧

変

更

の

理

由

事務処理欄 



様式第１５号（第１４条関係） 

開発事業変更承認通知書 

豊  第  号 

年  月  日 

              様 

豊田市長          印   

   年  月  日付けで申請のありました開発事業の変更については、豊田市開発

事業に係る手続等に関する条例第１７条第１項の規定により、下記のとおり承認したの

で、通知します。 

記 

１ 開発事業区域の地名地番 

２ 開発事業の目的（建築物の用途） 

３ 承認の条件等 

教示 

１ この処分に不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算

して３月以内に、豊田市長に対して審査請求をすることができます。 

なお、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３月以内であって

も、この処分の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができ

なくなります。 

２ この処分に不服がある場合は、１の審査請求のほか、この処分があったことを知

った日の翌日から起算して６月以内に、豊田市を被告としてこの処分の取消しの訴

えを提起することもできます。この訴訟において豊田市を代表する者は、豊田市長

となります。 

    なお、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６月以内であって

も、この処分の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起

することができなくなります。 

３ １の審査請求をした場合は、その審査請求に対する裁決があったことを知った日

の翌日から起算して６月以内に、豊田市を被告としてこの処分の取消しの訴えを提

起することができます。この訴訟において豊田市を代表する者は、豊田市長となり

ます。 



様式第１６号（第１４条関係） 

開発事業変更届出書 

年  月  日

豊 田 市 長 様 

住所 

氏名               
（法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名）

電話   （  ） 

年  月  日付け 豊  第      号で承認を受けた開発事業につ

いて、次のとおり変更したいので、豊田市開発事業に係る手続等に関する条例第１

７条第２項の規定により届け出ます。 

開 発 事 業 区 域 の

地 名 地 番

豊田市 

開発事業区域の面積                    ㎡ 

開 発 事 業 の 目 的

（建築物の用途）

変

更

事

項

新

旧

変

更

の

理

由

事務処理欄 



様式第１７号（第１５条関係） 

開発事業廃止届 

年  月  日

豊 田 市 長 様 

住所 

氏名              
（法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名）

電話   （  ） 

年  月  日付け 豊  第      号で承認を受けた開発事業を廃

止するので、豊田市開発事業に係る手続等に関する条例第１８条の規定により、次

のとおり届け出ます。 

開 発 事 業 区 域 の

地 名 地 番

豊田市 

開発事業区域の面積
  ㎡  

開 発 事 業 の 目 的

（建築物の用途）

廃 止 の 理 由

開発事業区域内の

現 在 の 状 況

講 じ た 防 災 措 置

近 隣 住 民 等 へ の

周 知 の 状 況

周知した日        年    月    日 

周 知 内 容

事務処理欄 



様式第１８号（第１６条関係） 

開発事業地位承継届 

年  月  日

豊 田 市 長 様 

承継人  住所 

氏名              
（法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名）

電話   （  ） 

年  月  日付け 豊  第      号で承認を受けた開発事業につ

いて、当該承認に基づく地位を承継したので、豊田市開発事業に係る手続等に関す

る条例第１９条の規定により、次のとおり届け出ます。 

開 発 事 業 区 域 の

地 名 地 番

豊田市 

開 発 事 業 区 域 の 面 積               ㎡ 

開 発 事 業 の 目 的

（ 建 築 物 の 用 途 ）

承

継

に

係

る

開

発

事

業

被 承 継 人 の

住 所 及 び 氏 名

承 継 の 理 由

承 継 を し た 日         年    月    日 

開 発 事 業 区 域 内 の

現 在 の 状 況

近 隣 住 民 等 へ の

周 知 の 状 況

周知した

日 
    年    月    日    

周 知 内 容

事務処理欄 



様式第１９号（第１７条関係） 

開発事業承認取消通知書 

豊  第  号 

年  月  日 

              様 

豊田市長          印   

   年  月  日付け 豊  第  号で承認した開発事業について、豊田市開発

事業に係る手続等に関する条例第２０条の規定により、下記のとおり取り消したので、

通知します。 

記 

１ 開発事業区域の地名地番 

２ 開発事業の目的（建築物の用途） 

３ 取消しの事由 

教示 
１ この処分に不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算
して３月以内に、豊田市長に対して審査請求をすることができます。 
なお、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３月以内であって
も、この処分の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができ
なくなります。 
２ この処分に不服がある場合は、１の審査請求のほか、この処分があったことを知
った日の翌日から起算して６月以内に、豊田市を被告としてこの処分の取消しの訴
えを提起することもできます。この訴訟において豊田市を代表する者は、豊田市長
となります。 

    なお、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６月以内であって
も、この処分の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起
することができなくなります。 
３ １の審査請求をした場合は、その審査請求に対する裁決があったことを知った日
の翌日から起算して６月以内に、豊田市を被告としてこの処分の取消しの訴えを提
起することができます。この訴訟において豊田市を代表する者は、豊田市長となり
ます。 



様式第２０号（第１８条関係） 

開発事業着手届 

年  月  日

豊 田 市 長 様 

                     住所 

                     氏名             
（法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名）

                電話   （  ） 

  年  月  日付け 豊  第      号で承認を受けた開発事業に着手

するので、豊田市開発事業に係る手続等に関する条例第２１条の規定により、次のと

おり届け出ます。 

開 発 事 業 区 域 の

地 名 地 番

豊田市 

開発事業区域の面積                ㎡ 

開 発 事 業 の 目 的

（ 建 築 物 の 用 途 ）

着 手 日              年    月    日 

完 了 予 定 日              年    月    日 

工
事
施
行
者

住 所

氏 名

電 話

現場管理者の氏名

事務処理欄 



様式第２１号（第１９条関係） 

開発事業休止届 

年  月  日

豊 田 市 長 様 

住所 

氏名              
（法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名）

電話   （  ） 

年  月  日付け 豊  第      号で承認を受けた開発事業を休

止したいので、豊田市開発事業に係る手続等に関する条例第２２条の規定により、

次のとおり届け出ます。 

開 発 事 業 区 域 の

地 名 地 番

豊田市 

開発事業区域の面積                  ㎡ 

開 発 事 業 の 目 的

（建築物の用途）

休 止 す る 理 由

再 開 予 定 日       年    月    日      

開発事業区域内の

現 在 の 状 況

講 じ た 防 災 措 置

事務処理欄 



様式第２２号（第１９条関係） 

開発事業再開届 

年  月  日

豊 田 市 長 様 

住所 

氏名               
（法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名）

電話   （  ） 

年  月  日付け 豊  第      号で休止を届け出た開発事業を

再開したいので、豊田市開発事業に係る手続等に関する条例第２２条の規定によ

り、次のとおり届け出ます。 

開 発 事 業 区 域 の

地 名 地 番

豊田市 

開発事業区域の面積                 ㎡ 

開 発 事 業 の 目 的

（建築物の用途）

開 発 事 業 を

休 止 し た 日
          年    月    日 

開 発 事 業 を

再 開 す る 日
          年    月    日 

事務処理欄 



様式第２３号（第２１条関係） 

開発事業完了届 

年  月  日

豊 田 市 長 様 

住所 

氏名              
（法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名）

電話   （  ） 

年  月  日付け 豊  第      号で承認を受けた開発事業が完

了したので、豊田市開発事業に係る手続等に関する条例第２４条の規定により、次

のとおり届け出ます。 

開 発 事 業 区 域 の

地 名 地 番

豊田市 

開発事業区域の面積                ㎡ 

開 発 事 業 の 目 的

（建築物の用途）

完 了 日        年   月   日 

事務処理欄 



様式第２４号（第２２条関係） 

あっせん申出書 

年  月  日

豊 田 市 長 様 

住所 

氏名               
（法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名）

電話   （  ） 

豊田市開発事業に係る手続等に関する条例第２６条第１項の規定により、次の開

発事業に関するあっせんを申し出ます。 

開 発 事 業 区 域 の

地 名 地 番

豊田市 

開発事業区域の面積                  ㎡ 

開 発 事 業 の 目 的

（ 建 築 物 の 用 途 ）

開発事業承認通知書※     年  月  日      豊  第 －  号

開 発 事 業 者 の

住 所 及 び 氏 名

あ っ せ ん の相 手 方
住所

氏名

あ

っ

せ

ん

す

べ

き

事

項

あっせんの内容 交渉の状況及び経過 

事務処理欄 

 注意 ※印のある欄は、紛争に係る開発事業が承認されているときに記入すること。



様式第２５号（第２３条関係） 

勧告書 

豊  第  号 

年  月  日 

              様 

豊田市長          印   

年  月  日付け 豊  第  号で承認した開発事業について、豊田市開発

事業に係る手続等に関する条例第２８条第 項の規定に基づき、下記の措置を講ずるよ

うに勧告します。 

記 

 １ 開発事業区域の地名地番 

 ２ 開発事業の目的（建築物の用途） 

３ 勧告内容 

４ 措置を講ずる期限 



117 

様式第２６号（第２４条関係） 
命令書 

豊  第  号 
年  月  日 

              様 

豊田市長          印   

年  月  日付け 豊  第  号で承認した開発事業について、豊田市開発
事業に係る手続等に関する条例（以下「条例」という。）第２９条第 項の規定に基づき、
下記の措置を講ずるように命令します。 

記 

 １ 開発事業区域の地名地番 

 ２ 開発事業の目的（建築物の用途） 

３ 命令内容 

４ 措置を講ずる期限 

教示 
１ この処分に不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算
して３月以内に、豊田市長に対して審査請求をすることができます。 
なお、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３月以内であって
も、この処分の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができ
なくなります。 
２ この処分に不服がある場合は、１の審査請求のほか、この処分があったことを知
った日の翌日から起算して６月以内に、豊田市を被告としてこの処分の取消しの訴
えを提起することもできます。この訴訟において豊田市を代表する者は、豊田市長
となります。 

    なお、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６月以内であって
も、この処分の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起
することができなくなります。 
３ １の審査請求をした場合は、その審査請求に対する裁決があったことを知った日
の翌日から起算して６月以内に、豊田市を被告としてこの処分の取消しの訴えを提
起することができます。この訴訟において豊田市を代表する者は、豊田市長となり
ます。 
４ 条例第２９条第１項の規定に基づく命令に違反したときは、条例第３３条第１項
の規定により、６月以下の懲役又は５０万円以下の罰金に処せられることがありま
す。 
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様式第２７号(第２６条関係) 

(表) 

第   号 

豊田市開発事業に係る手続等に関する条例第３１条第１項の規定により立入検査をするための

身 分 証 明 書 

  所 属 

  職 名 

  氏 名 

年  月  日生 

       年  月  日交付 

豊田市長        印  

(裏) 

豊田市開発事業に係る手続等に関する条例（抜粋） 

第３１条 市長は、第２８条、第２９条及び前条第１項に規定する権限を行使するた

め必要があると認めるときは、開発事業者等に対し、開発事業に係る工事の施工状

況等に関し必要な報告若しくは資料の提出を求め、又はその職員に、開発事業区域

内に立ち入り、当該工事の状況等を検査させることができる。 

２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係

人に提示しなければならない。 

 備考 用紙の大きさは、縦５．５センチメートルかつ横９．１センチメートルとする。 


